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（真の経済発展を目指して）
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＜はじめに＞

 この論文を書くに当たって、その前に少しテーマについて触れておこうと思う。

近年、ＡＳＥＡＮ諸国を中心とした東南アジア経済は、著しい発展を遂げ、「世界の成長

センター」（1）とまで呼ばれるようになった。しかし、そこに疑問を感じる。その発展が

一時的なものでなく、持続できるものなのか。その発展の裏側にある問題点はないのか。

また、さらに発展していくにはどうすればいいのか、真の経済発展とはなになのかなどの

疑問を、各国の発展段階に応じてグループ分けをし、それぞれの段階に合わせた発展の方

針を導き出していきたい。

＜第 1 章＞

ＡＳＥＡＮの歴史

１．まず、ＡＳＥＡＮ経済に深く関係している東南アジアの歴史を見ていくことにする「東

南アジア諸国の民族は、各地で豪族たちが中心となって大小の政治集団を形成して暮らい

ました。」（2）ところが、16世紀に入ると、ヨーロッパ諸国の侵略が始まります。ミャン

マー・マレーシア・シンガポール・ブルネイ地域は、イギリスに、ベトナム・ラオス・カ

ンボジアは、フランスに、インドネシアはオランダに、フィリピンはスペインからアメリ

カにと、タイを除くすべての国が植民地にされてしまいました。その影響を受け、東南ア

ジアでは、コメ、砂糖、ゴムなどの農作物や、石油、銅、スズといった鉱産物などを生産

し、欧米諸国に輸出するといったいわゆる「植民地型経済システムが形成されました。」

（2）しかし、もちろん独立を求める運動が各国各地で起こり、1946年 7月、まず最初に

フィリピンが、アメリカからの独立に成功しました。その後、次々と東南アジアの各国は、

独立に成功し、1984年 1月ブルネイがイギリスからの独立に成功し、東南アジアの各国

はすべて独立国となります。そんな背景の中なので、「各国は経済力もそれほど強くなか

った。そこで完全な東南アジア独自の発展、自立を求めよう。」（3）と、タイ・マレーシ

ア・シンガポール・インドネシア・フィリピンの 5カ国で、1967年 8月 8日にＡＳＥＡ

Ｎ（東南アジア諸国連合）が結成されることになりました。「ＡＳＥＡＮでは、5カ国間の

経済・社会・文化および政治の協力の推進が、目標とされました。」（2）続いて、84年 1

月にブルネイが、95年には、ベトナムが、97年には、ラオス・ミャンマーがＡＳＥＡＮ

に加盟し、現在では 9カ国体制をとっています。

２．そのような歴史を経て、近年「世界の成長センター」として注目を集めているアジア

地域ではあるが、とりわけＡＳＥＡＮ諸国の経済発展は、注目すべきである。では、いっ

たいどのようにしてＡＳＥＡＮ諸国は経済成長してきたのだろうか。創設時のＡＳＥＡＮ

は、あまりにも力がなかった。（表 1参照）それが今や成長著しいアジア経済の大きな部



分を占めるまでになり得たのは、「1985年のプラザ合意を受けての日本を中心とした先進

工業国の投資によるものである。また、ＡＳＥＡＮ諸国は、日本の高度成長を見本と、経

済成長の基本は、工業化であり、都市化であると見いだした。（1）その結果、外貨を手に

し、投資を受けたＡＳＥＡＮはみるみる力を蓄え、「世界の成長センター」の地位を築く

までに成長することができたのではないだろうか。

（表 1）ＡＳＥＡＮ諸国の１人当たりＧＤＰ（米ドル ／人）
１９７０年 １９８０年 １９９５年

シンガポール ９１６ ４,８６２ ２８,５７０
マレーシア ３８２ １,７８５ ４,３３７
タイ １９４ ６９３ ２,７５０

フィリピン １９５ ６７５ １,０５５
インドネシア ７７ ４９１ １,０３９

「アジア経済１９９７」経済企画庁調査局編

＜第２章＞

発展段階別見解

 この章では、東南アジア諸国を発展途上国グループ・工業型中進国グループ・モノカル

チャー型中進国グループ・先進国グループの大きく４つに分けて分析していこうと思う。

１． 発展途上国パターン

 この発展段階にある国は、ベトナム・ラオス・カンボジア・ミャンマーといった国が挙

げられる。ここで簡単に各国の現況を見ておこうと思う。

(表２)
人口（万人） 面積(平方ｋｍ) 政体 ＧＮＰ(ドル/人)

ベトナム ６,６１６ ３２万７,０００ 社会主義共和制 ２２０

ラオス ４３２ ２３万６,８００ 社会主義共和制 ２３０

カンボジア ５,７７０ １８万 王制 ２００

ミャンマー ４,２５６ ６８万 共和制 ５００

(資料)アジア経済研究所

ここで言えることは、ほぼ共通して社会主義体制であるということである。ベトナム・ラ

オスは、ＡＳＥＡＮにも加盟しましたが、ここに挙げた国は、すべて植民地時代の影響を

根強く持った農業中心の経済体制であるとも言えます。ベトナムにおけるドイモイ政策に

代表されるように、｢各国とも指令型経済政策を捨てて、市場経済化に移行しようとして

いますが、非貨幣経済から市場経済にもっていくという開発そのものが、大きな問題では

ないのだろうか。｣(４)社会主義国であるために、国営企業の改革がうまく進まない、そし



てそれは、困難なことである。また、｢住民は、十分な教育を受けておらず、技術的能力

は、極めて低く、農業中心の経済体制からの脱却ができない。｣(５)

 では、どうすることによって経済発展ができるのだろうか。これらの国々の利点、それ

は、賃金水準がとても低いということである。周辺のわりと発展している国々(タイ・マレ

ーシアなど)や、日本をはじめとする海外企業が、その低コストな労働力を利用して開発し

ていけばいいのではないだろうか。そしてそれには、何よりも国家体制の改善が必要では

あるが、もし改善できたならば、急速かつ大きな経済発展を期待することができるのでは

ないか。

２．工業型中進国パターン

 先に述べた発展途上国パターンから一歩進んだのが、モノカルチャー型中進国パターン

と、今から述べる工業型中進国パターンである。

 シンガポールを除くＡＳＥＡＮ諸国の中で、比較的早期に経済発展に成功したのはタイ・

マレーシアである。ここでもかんたんに２カ国の現況を見ておこう。

(表３)
人口 面積 政体 ＧＮＰ(９５年)

タイ ５,７７０ ５１万４,０００ 立憲君主制 ２,７５０
マレーシア １,８１７ ３３万 立憲君主制 ４,３３７

（注）単位は表２と同じとする (資料)アジア経済研究所

この２カ国では、モノカルチャー経済を脱出し、工業化に成功した。人口１人当たりのＧ

ＮＰが、タイで約３,０００ドル、マレーシアで約４,０００ドルにまで成長することがで

きた。しかし、ここに問題がある。それは、賃金水準の上昇である。｢さらに経済成長す

るためには、ハイテク産業に移行せねばならない。そこには、人的資本の問題がある。｣(４)

なぜなら、労働力の質が悪い上に賃金が高ければ、商品の質が悪いのに、利益を上げるた

めに売値を高くせねばならない。そんな商品では、誰も買ってくれるはずがない。まして

や、ハイテク産業が成功するはずがない。それではどうすれば、ハイテク産業への移行が

成功するのだろうか。わたしは、労働者に高い技術を習得させればいいと思う。それには

やはり、教育、しかも低年齢期からの教育が大切ではないかと思う。それが、将来の有能

な人材を育てることのできるベストな方法ではないだろうか。また、「周辺の国々と協力

し、市場の拡大をしていく必要もあるのではないか。｣(５)

３．モノカルチャー型中進国パターン

 ここに分類される国は、インドネシア・ブルネイです。ブルネイは、国民１人当たりの

ＧＮＰこそ高いが、その大部分が、石油輸出によるものなので、このグループに入れてお

くことにする。この２カ国に共通して言えることは、石油の輸出が大きく経済に関わって

いるということである。ここでは、代表してインドネシアを取り上げることにする。



 インドネシアについての特徴は、約２億人という人口である。しかも、それを養うだけ

の食糧が自給できているということは、すばらしいことであり、ＦＡＯからも表彰されて

いるほどです。そして、何といっても石油であります。インドネシアは、ここ数年、農作

物などの一次産品と石油の輸出で経済発展してきました。今でこそその割合は、減ってき

ましたが、依然として大きな割合を占めています｡（表４参照）

 (表４)インドネシアの輸出品構成                                 (単位)１００万ドル
１９７５年 １９８５年 １９９１年

農業水産品 ８４９ １,４８１ ２,２８２
工業製品 ８４１ ４,３５５ １５,０６７
鉱産品 １２２ ２００ ８８９

石油・天然ガス ５,２７３ １２,７１８ １０,８７５
輸出品合計 ７,１４６ １８,５８７ ２９,１４２

(資料)インドネシア中央統計局

しかし、そこにはたくさんの問題点があります。「一次産品は、最近、価格の低迷によっ

て市況がすぐれません」(６)その上、特に農産物は、天候の影響を受けやすく豊作・不作

の差が激しく、利益が安定しないということです。また、石油に関しても、あまり頼りす

ぎることはできない。なぜなら、天然資源はいつかは尽きるものであるからです。

 モノカルチャー経済をやめろとはいいません。しかし、｢豊富な人口、すなわち安価な労

働力をうまく活用し、現在、競争力をつけつつある軽工業を重視していけば、いいのでは

ないかと思います。そうすれば、より安定した経済成長が望めるのではないだろうか。

 次に対外債務の問題である。｢債務の類型は、７８０億ドルに上ったといわれています。

これには、政府の為替管理の甘さが大きな要因だと思われる。｣（６）もし、これ以上債

務が増えていけば、インドネシアに対する信用が薄れ、投資も減少し、ますます、財政は

苦しくなるでしょう。先にも述べましたが、経済構造の転換をはかり、｢厳密な債務管理｣(６)

が経済発展の道となるであろう。

４．先進国パターン

 ＡＳＥＡＮの中で、唯一アジアＮＩＥＳの一つにも数えられている先進国、それは、シ

ンガポールである。シンガポールは、｢中継貿易から囲う輸出が他貿易で大きく経済発展

し、近年、ハイテク産業への転換に成功しました。｣(７)また、国際金融センターとしての

機能も兼ね備えた国であります。このように経済発展に成功した国に問題点はあるのでし

ょうか。いや、あります、それはプライバシーの問題である。

 ｢配偶者の素行まで調査されるプライバシーのないシンガポール社会｣（７）では、いず

れ経済成長の限界が訪れるのではないだろうか。シンガポールの人口１人当たりのＧＮＰ

は、約３万ドルであり、今でも、経済的にはたいへん開かれている。しかし、世界のトッ

プレベルを目指そうとするならば、かなりの知的レベルの高い人材が必要となってくる。



国内では、人材を探そうにも限界がある。そこで海外に求めようとするが、プライバシー

が守られていないシンガポール社会では、よい人材は、入ってきにくいのではないか。

なぜなら、入ってくる人達にとってシンガポールは、心のやすまるところがなく、暮らし

にくい環境であるからである。だから、｢成長を持続させ、さらに発展していくには、プ

ライバシーが尊重される社会に変わらねばならない。｣(７)そうすることによって、アメリ

カのように、様々なアイデアを持った知的な人材が入ってきて、シンガポール経済に貢献

してくれるはずである。

＜第３章＞

教育投資の重大性

ここでは、東南アジア経済全体に関わると言える問題を論じていきたい。教育投資の重大

性である。

 ｢国は短期的には、天然資源の発掘や、大規模な海外援助によって成長しうる｣(８)が、そ

の成長の持続のためには、教育が必要不可欠である。教育は技能の修得による個人の生産

性の増加と知識の蓄積との両面において経済成長に貢献している。また人口爆発で悩んで

いるアジアにとって、特に女性に教育することは、家族計画が促進され、出生率が低下し、

女性の地位向上にもつながる。これは、子供一人にかける母親の世話の時間が増えること

を意味する。また、教育を受けた女性が世話するのだから、その子供もその教養を得やす

くなる。だからこそ、着実な教育投資は成長を持続させ、促進させることのできる手段な

のである。

＜まとめ＞

真の経済発展とは…

 アジア地域は着実に経済発展し、豊かになりつつあります。しかし、アジア地域には、

世界の約半数にあたる約３０億人もの人口を抱えている。はたしてそこに問題はないのだ

ろうか。短期的に見れば、アジア経済は発展しています。しかし、その陰に長期的な問題

が隠れているのではないだろうか。環境破壊である。「３０億人もの人口がいるために食

糧が大量に必要である。また、農業国では、商品作物も作らねばならない。そこで農地が

不足する。森林を伐採する。 また、工業国においても、燃料にする木材が必要になった

りする。そこで森林を伐採する。その木材を燃料としたり、焼畑をしたりするため、大気

汚染が発生する」（１）といった悪循環に陥る。生活していくためには、仕方のないこと

なのかもしれないが、それにより酸性雨や将来、緑がなくなってしまうという事態が予想

される。なにもこれはアジア地域に限った問題ではない。はたしてそれで本当に経済発展

し、幸せな社会と呼べるのであろうか。



 「経済発展の長期的な目標は、一時的な経済成長そのものにあるのではなく、社会開発

と呼ばれる、人間福祉の向上にあるのではないか。」（１）それを目指していくことが、

ＡＳＥＡＮにとっても、大切な経済発展の持続につながるであろう。
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